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【知的財産の重要性】　

＊米国旧特許庁の玄関には、元大統領リンカーンの

「特許制度は、天才の火に利益という油を注いだ」
（The patent system added the fuel of interest to the fire of genius.）

が刻まれています。
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● 人、物、金、知的財産の時代　

人間の知的活動によって生じた　人間の知的活動によって生じた　

無形の財産の総称　無形の財産の総称　
　　

知的財産を個人等の権利保護や知的財産を個人等の権利保護や

産業の発展のため法律により　産業の発展のため法律により　

一定期間の保護を与える権利一定期間の保護を与える権利
　　

産業財産権、著作権等　　　　　産業財産権、著作権等　　　　　
　　　　

・知的財産　　：・知的財産　　：

　　

・知的財産権　：・知的財産権　：

　　

・知財権の種類：　・知財権の種類：　

　　知的財産と知的財産権　　　　知的財産と知的財産権　　
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知的財産立国　

●日本国の成長と活力の源泉が変化
　

　①　経済成長におけるイノベーションの役割増大
　　　　　「ものづくり」から「知恵の活用」へ
　　　　　　　　　勤勉な労働力・資本投資（競争力ある製品）　
　

　　　　　　　　　　　　　　新技術・アイデア（差別化され製品）　
　

　②　コンテンツの文化的・経済的価値の高まり
　　　　　・アニメ、マンガ、食文化

　　　　　　　　　　　　　 知財の重要性　　知財の重要性　　

6

知的創造サイクル　
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知的財産・知的財産権とは　

第２条 　この法律で「知的財産」とは、

①発明、考案、植物の新品種、意匠、著作物その他の人間の創造的活動

　により生み出されるもの（発見又は解明がされた自然の法則又は現象　

　であって、産業上の利用可能性があるものを含む。）、

②商標、商号その他事業活動に用いられる商品又は役務を表示するもの

③及び営業秘密その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報をい

　う。

２ 　この法律で「知的財産権」とは、特許権、実用新案権、育成者権、

　意匠権、著作権、商標権その他の知的財産に関して法令により定められ

　た権利又は法律上保護される利益に係る権利をいう。

知的財産基本法（H15.3.1）知的財産基本法（H15.3.1）

知的財産制度：知的創造活動によって生み出されたものを　
　　　　　　　創作した人の財産として保護する制度
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　知的財産権がなぜ必要？　　知的財産権がなぜ必要？　

技術開発
商品開発

商品の
製造・販売

模倣品の出現

○他人の成果にただ乗り
　
　（便乗商法、安価）
○粗悪品

努力の末の成果物

（資金、時間、人手）

○創作者の利益確保（開発費等の回収）
○模倣品の排除（他社粗悪品による信用
　
　低下を阻止、消費者保護）

＜知的財産権を取得する目的＞　
知的財産権を取得しても儲かるとは限らない・・・

○ 商品等の開発・生産・販売が有利になるよう知的財産でサポート

　 することが目的（ビジネスを活かすための「手段」として捉える）

思考錯誤
の繰り返し

知的財産権で保護
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知的財産権の種類　

　知的創造物についての権利　

特許権（特許法）　

創作意欲を促進
　

○「発明」を保護
○出願から２０年

　実用新案権　
（実用新案法）

意匠権（意匠法）

　回路配置利用権　
（半導体集積回路の回路配置

に関する法律）

　育成者権　
（種苗法）

　営業秘密　
　（不正競争防止法）　

　著作権　
（著作権法）

○物品の形状等の考案を保護

○出願から１０年

○物品のデザインを保護
○登録から２０年

○半導体集積回路の回路配置の
　
　利用を保護
○登録から１０年

○植物の新品種を保護
○登録から２５年（樹木30年）

○ノウハウや顧客リストの
　盗用など不正行為を禁止

　営業標識についての権利　

信用の維持
　

商標権（商標法）

　商品表示、商品形態　
（不正競争防止法）

商号
　（会社法、商法）　

○商品・サービスで使用
　
　するマークを保護
○登録から１０年
　（更新あり）

○商号を保護　

　産業財産権＝特許庁所管　

【以下の不正行為を禁止】
　　
　周知表示との混同
　著名ﾌﾞﾗﾝﾄﾞのただ乗り
　商品形態のﾃﾞｯﾄﾞｺﾋﾟｰ
　原産地等の虚偽表示
　ﾄﾞﾒｲﾝﾈｰﾑの不正取得

（技術上、営業上の情報）
　

○文芸、学術、美術、音楽、
　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等の精神的作品を保護
○死後50年（法人は公表後50年、
　映画は公表後70年）
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産業財産権とは　

06/27
THU 11:29

特許権

発明を保護

（出願から２０年）

実用新案権

物品の構造、形状に係る

考案を保護（出願から１０年）

意匠権

物品のデザインを保護

（登録から２０年）

商標権

商品やサービスに使用する

マークを保護

（登録から１０年、更新可）

アンテナの収納構造

スマートな

デザイン

ブランド名

液晶技術

（注）特許権、実用新案権、意匠権及び商標権を産業財産権という。
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出願件数の推移　

産業財産権出願件数推移
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２００７年

２００８年

年度

出
願

件
数

特許

実用新案

意　匠

商　標

2008年
特許 391,002

実用新案 9,452
意匠 33,569
商標 119,185
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【 特許情報の活用 】　

＜ Technology ＝ Knowledge × Skills ＞　
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　特許情報とは？　　特許情報とは？　

情報 一定の判断や行動をとるための方向付けする知識

出願公開
（出願から

１年６月後）

公開特許公報
（技術情報）

特許出願

実用新案
登録出願

特許権成立
（最長出願から
20年権利存続）

実用新案権
成立

特許公報
登録実用新案公報

（権利情報）

【特許情報は、特許等の出願・権利化に伴って発生】

特許情報
（２面性）

権利情報

技術情報

どのような技術分野にどのような特許権や
実用新案権が存在しているかを教示する機能

どのような技術分野にどのような新技術が
存在しているかを教示する機能
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　特許情報の活用　　特許情報の活用　

研究開発
技術動向調査
技術参考調査

◎技術レベルの把握（過去の存在技術、今後開発すべ

　き技術の参考→技術変化、商品需要予測）

◎無駄な研究、重複研究の回避（研究開発投資の効

　率化、技術導入・共同研究先の可能性検討）

◎発明の手がかり（特許網の隙間、代替技術の検討、

　課題に直面した場合の解決手段を探る）

◎技術レベルの把握（過去の存在技術、今後開発すべ

　き技術の参考→技術変化、商品需要予測）

◎無駄な研究、重複研究の回避（研究開発投資の効

　率化、技術導入・共同研究先の可能性検討）

◎発明の手がかり（特許網の隙間、代替技術の検討、

　課題に直面した場合の解決手段を探る）

他社権利調査

公知例調査
◎権利の阻止、無効化

（他社権利の出願前の公知例調査）

◎権利の阻止、無効化

（他社権利の出願前の公知例調査）

出願前・
審査請求前調査設　計

製造前

発明創出

◎無駄な経費の抑制（権利化される見込みのない発明

　に要する審査請求料や外国出願等の経費の抑制）

◎明細書作成の参考、先行技術文献開示の義務化

◎無駄な経費の抑制（権利化される見込みのない発明

　に要する審査請求料や外国出願等の経費の抑制）

◎明細書作成の参考、先行技術文献開示の義務化

◎他社権利との抵触関係調査（侵害の未然防止）

＜デザイン（意匠）・ネーム（商標）も調査＞　

◎他社からの技術導入・技術提携の検討

◎他社権利との抵触関係調査（侵害の未然防止）

＜デザイン（意匠）・ネーム（商標）も調査＞　

◎他社からの技術導入・技術提携の検討

監視 企業動向調査
◎競合会社の出願動向の把握（技術開発動向の把握、

自社の障害となる出願の早期発見と今後の対応策の検討

等）（定期的に監視）

◎競合会社の出願動向の把握（技術開発動向の把握、

自社の障害となる出願の早期発見と今後の対応策の検討

等）（定期的に監視）

権利化
阻止
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　特許出願・取得状況の現状(1)　　特許出願・取得状況の現状(1)　

審査請求

約20万件/年

審査請求

約20万件/年

特許査定
約10万件

審査請求率
約55％

審査請求されない
もの約45％

外国出願され
外国で特許保護され
るもの3～4万件

○多数の国内出願の一方で、国内で特許になるものは　約１／４　
外国でも保護されるものは約１／10　

※直近５年平均値

内国人出願

約37万件／年

国内出願されたが
国際的に保護
される対象に

ならなかった出願

年間約３０万件以上
特許出願の９割以上

（技術流失のおそれ）

拒絶査定
約10万件

60%
44%

21%

40%
56%

79%

0%

25%

50%

75%

100%

日本 米国 欧州

日米欧出願人の
自国特許庁への出願構造

外国にも出願
（グローバル出願）

国内のみ国内のみ

出願出願

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな観点からの

特許戦略で意図せざる

技術流出を防止
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　　特許出願・取得状況の現状(2)　　　特許出願・取得状況の現状(2)　
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　 特許　　　　 　 公開公報（１年６ヶ月後）

　　　　　　　　　 登録公報（審査登録後）

　 実用新案 　 登録公報（登録後）

　 意匠　　　　 　 登録公報（審査登録後）

　 商標 　 公開公報

　　 　　登録公報

　　　　

　　　　　　　　　

　　特許情報の発生　　　特許情報の発生　

18

　　　　　特許情報には何が記載されているか
　　　　　　　　　　　特許公報の例①
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　　　　特許情報には何が記載されているか
　　　　　　　　　　　特許公報の例②
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　　　　特許情報には何が記載されているか
　　　　　　　　　　特許公報の例③
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国際特許分類（ＩＰＣ）は、世界各国が共通して
利用できる唯一国際的に統一された特許分類
　

　

・現在世界の９０ヶ国以上がこのＩＰＣ を利用　　
　

ＩＰＣ の構造を理解することにより、世界各国
の様々な特許情報を活用することができる

　

・但し、ＩＰＣの版が変わると分類が移動することがあり注意

が必要／現在、第８版　

ＩＰＣは約7万分類　　

● ＩＰＣ（国際特許分類）とは
　

　特許分類について　　　特許分類について　　
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ＩＰＣの構造　

Aセクション 生活必需品

Bセクション 処理操作；運輸

Cセクション 化学；冶金

Dセクション 繊維；紙

Eセクション 固定構造物

Fセクション 機械工学；照明；加熱；武器；爆破　

Gセクション 物理学

Hセクション 電気
　

広域ファセット
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ＩＰＣにおける階層　

24

ＦＩ （ﾌｧｲﾙｲﾝﾃﾞｯｸｽ）は、ＩＰＣ を我が国の技術事情
によって細展開した我が国固有の分類　

　　・ＦＩは約１９万分類　

Ｆ タームとは、特許審査のための先行技術調査
（サーチ）を迅速に行うためにコンピュータ検索用に
開発された検索インデックス　

　　・Ｆタームは約３５万分類　
　

ＦＩ、Ｆタームが改訂された場合、遡及的に再付与　
　　

●ＦＩ、Ｆタームとは　
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Ｆタームは、種々の技術的観点（目的、用途、構造、
材料、製法、処理操作方法、制御手段など）から　

　　ＩＰＣを所定技術分野毎に再区分、あるいは細区分
したもの

Ｆタームを組み合わせて検索することにより、関連
先行技術を 効率的に絞り込むことができる

Ｆタームのテーマ改正・廃止の確認が必要

●Ｆタームについて　
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　特許情報から何が分かるか？　　特許情報から何が分かるか？　

　　①　自社に影響のある他社特許を把握

　　②　出願前の可否判断材料

　　③　技術の動向

　　④　企業の動向

　　⑤　他社特許の無効資料

　　⑥　欲しい技術

　　⑦　アイデアのヒント　
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　特許情報の調べ方　　特許情報の調べ方　

技術用語
（キーワード）

国際特許分類
（ＩＰＣ）

ＦＩ・Ｆターム

主題調査
（当該技術分野の技術、権利調査）

各種番号

出願経過調査
権利状況調査

出願人
（会社名、代表者名）

企業動向調査
（他社の動向把握）

○　知っている技術用語を入力する
だけで、結果が得られる

×　ノイズや漏れ（同義語、類義語
に注意する必要あり）が多い

×　結果が平成５年以降に限られる

○　検索漏れやノイズが少ない

×　どのような検索キー、検索式が
あるのか確認しないと使えないし、
これらの知識が必要とされる

28

特許情報の入手と調査方法　

・　無料のデータベース
　　　　IPDL,USPTO,EPO,WIPO,DEPATIS等

・　有料のデータベース
　　　　PATOLIS,G-Search,NRI,STN 等
・　自社、外部調査
　　　　調査目的、コストから使い分け

　　　◆　検索もれ(キーワード、蓄積期間)
　　　◆　未公開出願(定期的ウォッチング)　　
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【 特許・実用新案検索 】　

＜IPDLの活用＞

30

　特許電子図書館（ＩＰＤＬ）とは　　特許電子図書館（ＩＰＤＬ）とは　

● 特許庁では、保有する産業財産権情報を、

　　ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じて誰でもいつでもどこからでも

　　無料で利用できる「特許電子図書館（ＩＰＤＬ）」を　

　　創設し、　平成１１年３月から開放

● ＩＰＤＬでは、明治以来特許庁が発行してきた　

　　特許・実用新案・意匠・商標に関する公報類や　

　　外国の特許情報類、さらに審査経過情報等の　

　　各種の情報を公開

● 特許庁では、保有する産業財産権情報を、

　　ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じて誰でもいつでもどこからでも

　　無料で利用できる「特許電子図書館（ＩＰＤＬ）」を　

　　創設し、　平成１１年３月から開放

● ＩＰＤＬでは、明治以来特許庁が発行してきた　

　　特許・実用新案・意匠・商標に関する公報類や　

　　外国の特許情報類、さらに審査経過情報等の　

　　各種の情報を公開
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　ＩＰＤＬのサービス内容　　ＩＰＤＬのサービス内容　

32

《 初 心 者 向 け 検 索 》　
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　初心者向け検索　　初心者向け検索　

34

　　初心者向け検索初心者向け検索　　
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特許・実用新案を検索する　

※　キーワードの検索 ： 平成５年以降の公開公報であることに注意
　

＜検索画面＞

36

　（Ａ）出願人から調べる　　　　（Ａ）出願人から調べる　　　

＜検索例＞　「滋賀県」が出願している特許・実用新案は？

※「滋賀県」を入力して、「検索実行」をクリック

＜検索結果＞
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＜検索結果＞

＜一覧表示＞
　　

＜簡易表示＞　

※「一覧表示」
　　

　　　をクリック

　

※「番号」をクリック

38

※「表示中の特許の詳細

　　表示画面を表示する」

　　をクリック　

＜簡易表示＞

＜詳細表示＞
　

　＜簡易表示＞から＜詳細表示＞へ　
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　（Ｂ）発明者から調べる　　　　（Ｂ）発明者から調べる　　　

＜検索例＞

　　高額職務発明訴訟の「中村修二」氏の特許・実用新案は？

※「中村修二」を入力して、「検索実行」をクリック

　・姓と名はスペースを入れず続けて入力
＜検索画面＞

40

＜検索結果＞　

＜一覧表示＞
　

※「一覧表示」 を　

　　　　　　クリック　

関係しない？

ノイズ有り

※　一覧表示で見てノイズ
（同姓同名など）があれ
ば、出願人等を追加し
て絞り込む　

＜簡易表示＞
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・ワード間は
スペースを
おいて入力

　※　「日亜化学」を追加入力　《 絞り込み検索 1 》
　

「詳細設定」へ
　

＜検索結果＞

＜絞り込み検索＞

42

※　「日亜化学」
を入力　

※　「検索実行」
をクリック　

《 絞り込み検索 ２ 》

　
＜詳細設定画面＞　

＜検索結果＞　
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　（Ｃ）キーワード(技術用語)から調べる　　　（Ｃ）キーワード(技術用語)から調べる　　

＜検索事例＞　「自動車の運転時に使うハンズフリーの携帯電話」の　　

　　　　　　　　　　特許・実用新案は？　

※ 「携帯電話　ハンズフリー」を入力して、「検索実行」をクリック　

※　最初は広い範囲で見る。（携帯電話、ハンズフリー） 　

＜検索画面＞

44

「の全てが含まれる」　＝　ＡＮＤ　 「のいずれかが含むもの」＝　ＯＲ
　AND

　

ＯＲ　

※　件数が多ければ絞り込む　（自動車、運転）　／検索方式に注意

＜検索結果＞　　
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《絞り込み検索》　

＜検索結果＞　

※「検索実行」を
クリック　

※　絞り込む　（自動車　運転を追加入力）　

＜詳細設定画面＞　

46

《 特 許・実 用 新 案 検 索 》　
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　特許・実用新案検索　　特許・実用新案検索　

48

　　特許・実用新案検索　特許・実用新案検索　　　
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　特許・実用新案公報ＤＢ　　特許・実用新案公報ＤＢ　

公報の文献番号から特許・実用新案の各種の公報を検索　

50

　公報の文献番号から調べる　　公報の文献番号から調べる　

＜検索事例＞　日本の特許第1号の内容は？

※　

「文献種別」と

「番号」と指定して
　

「PDF表示」に

チェックを入れ、

「文献番号照会」を
　

クリック

＜検索結果＞　

＜検索画面＞
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＜認証画面＞　

※　日本の特許第1号の文献表示

※ 「文献単位ＰＤＦ表示」

をクリック　

　　 ⇒　「認証画面」へ　

＜文献表示＞　

※ 表示された数字(4桁)を入力し

て「送信ボタン」をクリック　
　

○　文献単位での　

　　 　表示・印刷が可能　　

＊「文献単位」で

　 見たいとき

※　入力した文献が一件の場合は自動的に表示　／　複数の場合は番号をクリック　

52

　特許・実用新案文献番号索引照会　　特許・実用新案文献番号索引照会　

各種番号から特許・実用新案の各種公報を検索

＜出願番号・公開番号・公告番号・審判番号・特許番号＞
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　各種番号から各種公報を調べる　　各種番号から各種公報を調べる　

※　「種別」を選択　

※　「文献番号」を入力　

※　「特・実」を選択
　

※　「照会」をｸﾘｯｸ
　　

＜照会画面＞

54

＜検索事例＞　出願番号（2003-100000）から各公報の内容は？

＜照会画面＞
＜文献番号一覧＞

＜文献画面＞

＜文献表示＞



55

　公報テキスト検索　　公報テキスト検索　

　書誌的事項・公報記載内容のキーワード、分類等から　

　特許・実用新案を検索

※ 「検索項目」

選択　

※ 「公報種別」選択　

　・公開特許　

　・特許　　

　・公開実用新案　

　・実用新案　

　・和文抄録　

● 「「検索項目検索項目」を組み合わせて検索」を組み合わせて検索 　／　「　／　「NOTNOT」検索も可能」検索も可能

※ 「検索項目」欄追
加可能

　　　　（最大20行まで）

56

＜検索項目＞　
＜ワード＞　

＜分類＞　

＜人（会社）＞　

＜番号／日付＞　

＜国際出願＞　

※ 書誌的事項・公報記載内容の　

　 キーワード、分類等

● 公報テキスト検索の「検索項目」
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● 検索留意点　

・「検索可能範囲」を確認　（キーワード検索：公開特許：平成５年以降）　

・「公報種別」の選択・確認

・「検索項目選択」の確認

・「検索方式」のＯＲ／ＡＮＤ条件の設定　（ボックスの上下はＡＮＤ）

・「検索キーワード」は同義語、類似語を考慮　（キーワード間にはスペースを）　

　　　例：ゴミ　ごみ　塵埃　廃棄物

　　　例：インク　インキ　／　フィチン　フイチン　

・部分一致検索

　　　例：「自動」　→　自動車　全自動　

・文字列検索

　　　例：「？」は文字として識別　

・出願人、発明者の「姓と名」は続けて入力　

　

58

　（A）出願人から調べる　　　　（A）出願人から調べる　　　

＜検索事例＞　　 「滋賀県立大学」の特許を調べる　
＜検索結果＞　

＜一覧表示＞

チェックを忘れずに
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＜文献表示＞　

※　「経過情報」をクリック　

60

（基本項目）　 （登録情報、審判情報、
分割情報もある）

（出願情報）　

《経過情報 》 表示
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　（B）キーワードで調べる　　　（B）キーワードで調べる　　

① 検索式の作成　

・「ペットのように自然に反応してくれるロボット」から思いつく用語（キーワード）を　

　使用する

・「ペットのように」、「自然に反応」、「ロボット」に文章を分解　

・それぞれの類似語等を連想　
　

「ペットのように」　　ペット　動物　人　

「自然に反応」　　　反応　認識　センサー　

「ロボット」　　　　　　ロボット　

② 検索式の入力　

・キーワード検索の場合、検索項目は「公報全文（書誌を除く）」を選択　

・ヒット件数が多い場合は「要約＋請求の範囲」での検索を（検索目的も考慮を）　　

＜検索事例＞　

　「ペットのように自然に反応してくれるロボット」の公開特許を調べる
　

62

＜検索結果＞「公報全文（書誌を除く）」　

※ 検索結果のヒット件数が１０００件以内であれば「一覧表示」が可能　

＜検索結果＞　

「要約＋請求の範囲」　

※ ヒット件数が１０００件以上
であれば「一覧表示」なし　
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＜件数を絞る＞　　　

＜検索事例＞　「公報発行日」で絞る　
＜検索結果＞　

※ 「公報発行日」　

　
　・2008年以降の入力

は

「 ２００８０１０１： 」　

64

＜検索事例＞　「出願人」で絞る　
＜検索結果＞　

※ 「出願人」　

　
・「本田技研工業」　

　で絞る　
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＜一覧表示＞　

＜文献表示＞　
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　（C）「NOT」検索　　　　（C）「NOT」検索　　　

＜NOT検索キーワード＞
　検索除外条件とするキーワードを入力して検索　

「除外検索」　＝　ＮＯＴ
　　

A NOT BAA NOTNOT BB

A B 

＜NOT検索の留意点＞
　・あくまでも絞込みであり、権利調査にはあまり適さない　
　・除外するキーワードは、慎重に　
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＜検索事例＞　

　 「サンバイザー（帽子に関するもの）」の特許を調べる

　　（自動車関係を除く）　 「サンバイザー」
１ 自動車のフロントガラス上部に取り付ける日よけ。
２ 大きめの前つばの部分だけでできている、日よ

け帽。主にテニスやゴルフなどのスポーツ用。　

「サンバイザー」
１ 自動車のフロントガラス上部に取り付ける日よけ。
２ 大きめの前つばの部分だけでできている、日よ

け帽。主にテニスやゴルフなどのスポーツ用。　

１３４５件

＜検索＞　（サンバイザー） ＮＯＴ （車＋車両＋自動車）　＜検索＞　（サンバイザー） ＮＯＴ （車＋車両＋自動車）　

４５７件

＜検索結果＞　

＜検索結果＞　
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　（D）ＩＰＣで調べる　　　　（D）ＩＰＣで調べる　　　

＜検索事例＞　「飲料水の分析」の特許を調べる　（ＩＰＣ)

（ＩＰＣ　：　G０１N３３/１８）
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＜検索例＞　「水の分析（IPC：G０１N３３/１８）」、

　　　　　　　　　「公開日２００８０１０１以降」で特許を調べる　

＜検索結果＞　

＜一覧表示＞　

70

《 経 過 情 報 検 索 》　
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１年以内に検討１年以内に検討

・外国出願

・国内優先権主張の出願　

拒
絶
理
由
通
知

拒絶理由
あり

方式
審査

実
体
審
査　
　
　
　
　

出
願
審
査

の
請
求

３年以内（本人、第三者）

・期間内に提出がなければ取下げた　

　ものとみなされる

意
見
書

補
正
書

拒
絶
査
定

拒
絶
査
定

応答なし

解消
せず

拒
絶
査
定
不
服
審
判

知
財
高
裁
へ
提
訴

最
高
裁
に
上
告

拒絶
審決

拒絶
判決

無
効
審
判

無効判決

維持判決

無効審決

維持審決

特許公報
の発行

特
許
査
定

設
定
登
録

拒絶理由
なし

解消 特許審決・判決

・出願から最長20年（一部25年）

・年金の支払いがなければ
　権利消滅 　　　　　　　　

・出願から最長20年（一部25年）

・年金の支払いがなければ
　権利消滅　　　　　　　　　

特許権の発生・維持特許権の発生・維持

公開公報の発行
（１年６月）

出願公開　

　
　

特
許
出
願　

　　特許出願から特許取得までの流れ　　　特許出願から特許取得までの流れ　
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　　経過情報検索　　　　経過情報検索　　
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・1990年(H2)１月以降に出願された案件
・但し、1989年(H1)以前に出願された案件であっても、
　1998年(H10)４月以降に何らかのデータ更新（公報発行、
　審査請求、設定登録、審判請求等）があった案件

・最終処分（満了、不納、放棄、無効などによる
　
　消滅は更新なし）　

　　経過情報を調べる　　

74

《 審 判 検 索 》　
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　　審判検索　　　　審判検索　　
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審決確定すれば削除
　　

審決確定のもの（出訴中のもの無し）
　

　　審判情報を調べる　　



77

《 審 査 書 類 情 報 照 会 》　

78

文献番号からの照会／特許・実用新案のみ／2003年7月以降の審査書類　

　　審査書類情報照会　　　　審査書類情報照会　　
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ＩＰＤＬのサービス対象外の期間の経過情報
ＩＰＤＬより詳しい情報の入手
重要案件についての確認

　　拒絶理由の内容、登録後の実施許諾の相手先等
　　　　　　　　　　　　　　　

出願・審判・異議書類、登録原簿の閲覧(有料) 

　　　　　・電子包袋での閲覧
　　　　　・特許庁での直接閲覧
　　　　　・閲覧申請／JAPIO、発明協会各県支部

　　非オンライン情報の併用　　　　非オンライン情報の併用　　

80

【 外国特許検索調査の概要 】



81

各国の特許文献を、文献番号から検索 　　　

　　ＩＰＤＬでの外国公報検索　　　ＩＰＤＬでの外国公報検索　

82

※ [発行国・機関]－[種別]－[番号] 　にて検索　

[発行国・機関]－[種別]－[番号]　


